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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
Ｃ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｓｉ：２～７ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．０３～３ｍａｓｓ
％、Ａｌ：０．０１ｍａｓｓ％以下、Ｎ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｓ：０．００５ｍ
ａｓｓ％以下を含有し、さらに、Ｃａを０．０００５～０．０１ｍａｓｓ％かつＳとの原
子比（Ｃａ（ｍａｓｓ％）／４０）／（Ｓ（ｍａｓｓ％）／３２）が０．５～３．５の範
囲で含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼スラブを熱間圧延し、熱延板焼
鈍し、冷間圧延した後、再結晶焼鈍を施して結晶粒径ｄを７０μｍ以下とした後、圧下率
が１～１５％のスキンパス圧延し、歪取焼鈍を施す無方向性電磁鋼板の製造方法。
【請求項２】
上記成分組成に加えてさらに、Ｓｎ：０．００３～０．５ｍａｓｓ％、Ｓｂ：０．００３
～０．５ｍａｓｓ％、Ｐ：０．０３～０．１５ｍａｓｓ％のうちから選ばれる１種または
２種以上を含有することを特徴とする請求項１に記載の無方向性電磁鋼板の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無方向性電磁鋼板の製造方法に関し、具体的には、圧延方向に優れた磁気特
性を有する無方向性電磁鋼板の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　近年、電力を初めとする各種消費エネルギーの削減という世界的な動きの中で、電気機
器の分野においても、その高効率化や小型化が強く望まれるようになってきている。無方
向性電磁鋼板は、電気機器の鉄心材料として広く用いられている。そのため、電気機器の
小型化・高効率化を達成するためには、無方向性電磁鋼板の高品質化、すなわち、高磁束
密度化・低鉄損化が不可欠となってきている。
【０００３】
　無方向性電磁鋼板は、従来、添加する合金元素の種類や量を適正化したり、冷延前粒径
をできる限り大きくしたり、冷延圧下率を最適化したりすることなどで高磁束密度化を図
り、また、固有抵抗を高める元素を添加したり、板厚を低減したりすることなどで低鉄損
化を図ってきている。
【０００４】
　ところで、ハイブリッド自動車や電気自動車の駆動モータは、鉄心材料の歩留りを向上
する観点から、従来の一体型コアに代わって、分割コアが採用されるようになってきてい
る。この分割コアは、従来のように積層するコア材を、素材鋼板から一体としてリング状
に打ち抜くのではなく、円周方向で分割したＴ字型のコアのティース部が、鋼板の圧延方
向となるように打ち抜いた後、コアに組み立てることで、モータの特性向上を図る技術で
あり、磁束が集中するティース部が、電磁鋼板の圧延方向となるため、モータの高トルク
化、高効率化を図ることが可能となる。
【０００５】
　上記分割コアに用いる材料としては、圧延方向の磁気特性が良好な方向性電磁鋼板が考
えられるが、製造工程に二次再結晶プロセスを必要とするため、製造コストが高く、分割
コアにはほとんど採用されておらず、専ら、安価な無方向性電磁鋼板が用いられている。
そのため、無方向性電磁鋼板における圧延方向の磁束密度を高めることができれば、分割
コアの最適材料となり得ると考えられる。
【０００６】
　圧延方向の磁気特性を向上させる技術としては、例えば、特許文献１には、熱延板焼鈍
後の結晶粒径と冷間圧延の圧下率を適正範囲に制御することによって、面内圧延方向と垂
直方向に優れた磁気特性を得る方法が開示されている。しかし、この方法では、３００μ
ｍ以上の冷延前結晶粒径を得ることが必要であるため、鋼中の不純物濃度を低減してやる
必要があったり、熱延板焼鈍温度を高温にしてやる必要があったりするため、製造性やコ
スト面で問題がある。
【０００７】
　また、特許文献２には、Ｓｉ：２．０ｍａｓｓ％以下、Ｍｎ：３．０ｍａｓｓ％以下、
Ａｌ:１．０～３．０ｍａｓｓ％を含有する鋼素材を、熱延し、熱延板焼鈍し、酸洗し、
冷延し、仕上焼鈍し、スキンパス圧延を施す製造工程において、結晶粒径を５０μｍ以下
を有する仕上焼鈍後の鋼板を圧下率が３～１０％でスキンパス圧延することで、Ｌ方向の
磁気特性に優れる無方向性電磁鋼板を製造する技術が開示されている。しかしながら、こ
の特許文献２の技術は、Ａｌを１ｍａｓｓ％以上添加する必要があるため、飽和磁束密度
が低下したり、原料コストが増加したりするという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００４－３３２０４２号公報
【特許文献２】特開２００６－２６５７２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、従来技術が抱える上記問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、冷
間圧延方向の磁気特性に優れる無方向性電磁鋼板を製造する有利な方法を提案することに
ある。
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【課題を解決するための手段】
【００１０】
　発明者らは、上記課題を解決するべく鋭意検討を行った。その結果、Ａｌを低減し、か
つＣａを添加した再結晶焼鈍後の冷延鋼板における結晶粒径を適正範囲に制御した上で、
適正な圧下率のスキンパス圧延を施すことで、冷間圧延方向（Ｌ方向）の磁束密度を著し
く向上させることができることを見出し、本発明を開発した。
【００１１】
　上記知見に基く本発明は、Ｃ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｓｉ：２～７ｍａｓｓ％、
Ｍｎ：０．０３～３ｍａｓｓ％、Ａｌ：０．０１ｍａｓｓ％以下、Ｎ：０．００５ｍａｓ
ｓ％以下、Ｓ：０．００５ｍａｓｓ％以下を含有し、さらに、Ｃａを０．０００５～０．
０１ｍａｓｓ％かつＳとの原子比（Ｃａ（ｍａｓｓ％）／４０）／（Ｓ（ｍａｓｓ％）／
３２）が０．５～３．５の範囲で含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなる鋼ス
ラブを熱間圧延し、熱延板焼鈍し、冷間圧延した後、再結晶焼鈍を施して結晶粒径ｄを７
０μｍ以下とした後、圧下率が１～１５％のスキンパス圧延し、歪取焼鈍を施す無方向性
電磁鋼板の製造方法である。
【００１２】
　本発明の無方向性電磁鋼板の製造方法に用いる鋼スラブは、上記成分組成に加えてさら
に、Ｓｎ：０．００３～０．５ｍａｓｓ％、Ｓｂ：０．００３～０．５ｍａｓｓ％、Ｐ：
０．０３～０．１５ｍａｓｓ％のうちから選ばれる１種または２種以上を含有することを
特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、圧延方向に優れた磁気特性を有する無方向性電磁鋼板を安価に提供す
ることができるので、本発明の無方向性電磁鋼板を、分割コア材料に用いることにより、
ハイブリッド自動車や電気自動車の性能を向上することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】圧延方向の磁束密度Ｂ５０－Ｌに及ぼすＡｌ含有量の影響を示すグラフである。
【図２】圧延方向の鉄損Ｗ１５／５０－Ｌに及ぼすＡｌ含有量の影響を示すグラフである
。
【図３】圧延方向の磁束密度Ｂ５０－Ｌに及ぼすＣａとＳの原子比（Ｃａ／４０）／（Ｓ
／３２）の影響を示すグラフである。
【図４】圧延方向の鉄損Ｗ１５／５０－Ｌに及ぼすＣａとＳの原子比（Ｃａ／４０）／（
Ｓ／３２）の影響を示すグラフである。
【図５】圧延方向の磁束密度Ｂ５０－Ｌに及ぼすスキンパス前平均粒径の影響を示すグラ
フである。
【図６】圧延方向の鉄損Ｗ１５／５０－Ｌに及ぼすスキンパス前平均粒径の影響を示すグ
ラフである。
【図７】圧延方向の磁束密度Ｂ５０－Ｌに及ぼすスキンパス圧下率の影響を示すグラフで
ある。
【図８】圧延方向の鉄損Ｗ１５／５０－Ｌに及ぼすスキンパス圧下率の影響を示すグラフ
である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　発明者らは、前述したように、無方向性電磁鋼板の冷間圧延方向（Ｌ方向）の磁気特性
を向上するべく検討した結果、Ａｌを低減し、かつＣａを添加した再結晶焼鈍後の冷延鋼
板における結晶粒径を適正範囲に制御した上で、適正な圧下率のスキンパス圧延を施すこ
とで、冷間圧延方向（Ｌ方向）の磁束密度を大きく向上することができることを知見し、
本発明を開発した。以下、上記知見に関する実験について説明する。
【００１６】
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＜実験１＞
　Ａｌ含有量が、鋼板の圧延方向の磁気特性に及ぼす影響を調査するため、Ｃ：０．００
２５ｍａｓｓ％、Ｓｉ：３．０ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．１５ｍａｓｓ％、Ａｌ：０．００
１～１．５ｍａｓｓ％、Ｎ：０．００１９ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００２０ｍａｓｓ％およ
びＣａ：０．００２５ｍａｓｓ％を含有する鋼スラブを１１００℃で３０分間加熱後、熱
間圧延し、板厚：２．０ｍｍの熱延板とした後、１０００℃で３０秒の熱延板焼鈍を施し
、１回の冷間圧延で板厚：０．３６８ｍｍの冷延板とし、その後、８００℃で３０秒の再
結晶焼鈍を施して、結晶粒径を３５μｍとした。ここで、上記結晶粒径は、Ｌ断面を線分
法にて測定した平均結晶粒径のことである（以下、同様）。その後、圧下率：５％のスキ
ンパス圧延を施して板厚：０．３５ｍｍとした後、８２０℃で２時間保持した後、炉冷す
る歪取焼鈍を施した。
【００１７】
　斯くして得られた冷延焼鈍板から、長さＬ：１８０ｍｍ×幅Ｃ：３０ｍｍのＬ方向（圧
延方向）サンプルを切り出し、エプスタイン試験によって磁気特性（磁束密度Ｂ５０－Ｌ

、鉄損Ｗ１５／５０－Ｌ）を測定し、その結果を、図１および図２に示した。これらの図
から、Ａｌの含有量が０．０１ｍａｓｓ％以下の領域でＬ方向の磁気特性が向上している
ことがわかる。Ａｌを低減することで、スキンパス、歪取焼鈍後のＬ方向の磁気特性が改
善される理由は、まだ十分に明らかとなっていないが、ＡｌはＡｌＮを形成して粒界移動
を抑制するインヒビター元素であることから、Ａｌを低減することで、粒界方位差角によ
る易動度差が生じ、それによる歪取焼鈍後の粒成長性の差によってＧｏｓｓ方位への集積
度が高まったためと考えられる。
【００１８】
＜実験２＞
　次に、Ｃａ含有量が、鋼板の圧延方向の磁気特性に及ぼす影響を調査するため、Ｃ：０
．００２８ｍａｓｓ％、Ｓｉ：３．３ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．５０ｍａｓｓ％、Ａｌ：０
．００４ｍａｓｓ％、Ｎ：０．００２２ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００２４ｍａｓｓ％および
Ｃａ：０．０００１～０．０１５ｍａｓｓ％を含有する鋼スラブを１１００℃で３０分間
加熱後、熱間圧延し、板厚：１．８ｍｍの熱延板とした後、１０００℃で３０秒の熱延板
焼鈍を施し、１回の冷間圧延で板厚：０．２６９ｍｍの冷延板とし、その後、８２０℃で
３０秒の再結晶焼鈍を施して、結晶粒径を４０μｍとした。その後、圧下率：７％のスキ
ンパス圧延を施して板厚：０．２５ｍｍとした後、７５０℃で２時間保持した後、炉冷す
る歪取焼鈍を施した。
【００１９】
　斯くして得られた冷延焼鈍板から、長さＬ：１８０ｍｍ×幅Ｃ：３０ｍｍのＬ方向（圧
延方向）サンプルを切り出し、エプスタイン試験によって磁気特性（磁束密度Ｂ５０－Ｌ

、鉄損Ｗ１５／５０－Ｌ）を測定し、その結果を、図３および図４に示した。これらの図
から、ＣａとＳの原子比を表す（Ｃａ（ｍａｓｓ％）／４０）／（Ｓ（ｍａｓｓ％）／３
２）が０．５～３．５の範囲において、Ｌ方向の磁気特性が向上していることがわかる。
Ｃａを上記範囲にすることで、スキンパス、歪取焼鈍後のＬ方向の磁気特性が改善される
理由については、Ｃａは鋼中でＳを固定し、ＣａＳとして析出することで、粗大に析出し
、熱延板焼鈍時や歪取焼鈍時の粒成長性を改善するが、（Ｃａ／４０）／（Ｓ／３２）が
０．５未満では、上記効果が十分ではなく、一方、（Ｃａ／４０）／（Ｓ／３２）が３．
５を超えると、ＣａＳの析出量が多くなり過ぎてヒステリシス損が増加し、却って鉄損が
増加するためと考えられる。
【００２０】
＜実験３＞
　次に、スキンパス前の結晶粒径が鋼板の圧延方向の磁気特性に及ぼす影響を調査するた
め、Ｃ：０．００２５ｍａｓｓ％、Ｓｉ：３．０ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．１５ｍａｓｓ％
、Ａｌ：０．００ｌｍａｓｓ％、Ｎ：０．００１９ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００１５ｍａｓ
ｓ％およびＣａ：０．００２０ｍａｓｓ％を含有する鋼スラブを１１００℃で３０分間加
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熱後、熱間圧延し、板厚：２．０ｍｍの熱延板とした後、１０００℃で３０秒の条件で熱
延板焼鈍を施し、１回の冷間圧延で板厚：０．３６８ｍｍの冷延板とした。その後、７５
０～１０５０℃の温度範囲で３０秒の再結晶焼鈍を施して、結晶粒径を種々の大きさに変
化させた後、圧下率：５％のスキンパス圧延を施して板厚：０．３５ｍｍとした後、８２
０℃で２時間保持した後、炉冷する歪取焼鈍を施した。
【００２１】
　斯くして得られた冷延焼鈍板から、長さＬ：１８０ｍｍ×幅Ｃ：３０ｍｍのＬ方向（圧
延方向）サンプルを切り出し、エプスタイン試験によって磁気特性（磁束密度Ｂ５０－Ｌ

、鉄損Ｗ１５／５０－Ｌ）を測定し、その結果を、図５および図６に示した。これらの図
から、再結晶焼鈍後（スキンパス圧延前）の粒径を７０μｍ以下とすることで、Ｌ方向の
磁気特性が向上していることがわかる。これはスキンパス前の粒径が７０μｍを超えると
、スキンパス、歪取焼鈍後に歪誘起粒成長が起こり難くなるため、集合組織がランダム化
し、Ｇｏｓｓ方位への集積度が低下するため、および、スキンパスで導入された歪が歪取
焼鈍後も残存してしまうためと考えられる。
【００２２】
＜実験４＞
　さらに、スキンパスの圧下率が鋼板の圧延方向の磁気特性に及ぼす影響について調査す
るため、Ｃ：０．００２６ｍａｓｓ％、Ｓｉ：３．３ｍａｓｓ％、Ｍｎ：０．５０ｍａｓ
ｓ％、Ａｌ：０．００２ｍａｓｓ％、Ｎ：０．００２２ｍａｓｓ％、Ｓ：０．００１８ｍ
ａｓｓ％およびＣａ：０．００２３ｍａｓｓ％を含有する鋼スラブを１１００℃で３０分
間加熱後、熱間圧延し、板厚：１．８ｍｍの熱延板とした後、１０００℃で３０秒の条件
で熱延板焼鈍を施し、１回の冷間圧延で板厚：０．２５１～０．３１３ｍｍの冷延板とし
た。その後、８００℃で３０秒の再結晶焼鈍を施して、結晶粒径を４０μｍの大きさとし
た。その後、圧下率を０．５～２０％の範囲で変化させてスキンパス圧延を施して板厚：
０．２５ｍｍとした後、７５０℃で２時間保持した後、炉冷する歪取焼鈍を施した。
【００２３】
　斯くして得られた冷延焼鈍板から、長さＬ：１８０ｍｍ×幅Ｃ：３０ｍｍのＬ方向（圧
延方向）サンプルを切り出し、エプスタイン試験によって磁気特性（磁束密度Ｂ５０－Ｌ

、鉄損Ｗ１５／５０－Ｌ）を測定し、その結果を、図７および図８に示した。これらの図
から、再結晶焼鈍後のスキンパスの圧下率を１～１５％の範囲とすることで、Ｌ方向の磁
気特性が向上していることがわかる。これはスキンパス圧下率が１％未満では、導入する
歪エネルギーが不足するため、歪取焼鈍時にＧｏｓｓ方位への集積が認められなくなるた
め、一方、スキンパス圧下率が１５％を超えると、逆に、導入される歪エネルギーが大き
くなり過ぎて、歪取焼鈍時にＧｏｓｓ方位への優先成長が認められなくなるためと考えら
れる。
【００２４】
　なお、上記のように、スキンパス圧延、歪取焼鈍後にＧｏｓｓ方位へ集積度が高まる機
構については、まだ明確にはなっていないが、内部歪の少ないＧｏｓｓ粒が粒成長する方
位選択的粒成長によるものであると考えられ、前述した、Ａｌ低減の効果と相俟って、Ｇ
ｏｓｓ方位への集積が促進されたものと思われる。
【００２５】
　次に、本発明の方向性電磁鋼板の成分組成を限定する理由について説明する。
Ｃ：０．００５ｍａｓｓ％以下
　Ｃは、０．００５ｍａｓｓ％を超えて含有すると、製品板が磁気時効を起こして鉄損特
性が低下する。よって、Ｃは０．００５ｍａｓｓ％以下とする。好ましくは０．００３ｍ
ａｓｓ％以下である。
【００２６】
Ｓｉ：２～７ｍａｓｓ％
　Ｓｉは、鋼の電気抵抗を高め、鉄損を低減する元素であるので、２ｍａｓｓ％以上含有
させる必要がある。一方、Ｓｉが７ｍａｓｓ％を超えると、鋼が硬質化して加工性が低下
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し、また、飽和磁束密度も低下する。よって、Ｓｉは２～７ｍａｓｓ％の範囲とする。好
ましくは、２～６．５ｍａｓｓ％の範囲である。
【００２７】
Ｍｎ：０．０３～３ｍａｓｓ％
　Ｍｎは、熱間加工性を改善するために必要な元素であるが、０．０３ｍａｓｓ％未満で
は、上記効果が得られず、一方、３ｍａｓｓ％を超える添加は、原料コストの上昇を招く
。よって、Ｍｎは０．０３～３ｍａｓｓ％の範囲とする。好ましくは、０．０５～２ｍａ
ｓｓ％の範囲である。
【００２８】
Ａｌ：０．０１ｍａｓｓ％以下
　Ａｌは、０．０１ｍａｓｓ％を超えると、方位差角による粒界の易動度差が生じ難くな
るため、熱延板焼鈍後および歪取焼鈍後の集合組織がランダム化し、Ｇｏｓｓ方位が発達
せず、優れた磁気特性を得ることができなくなる。よって、Ａｌは０．０１ｍａｓｓ％以
下とする。好ましくは０．００５ｍａｓｓ％以下である。
【００２９】
Ｓ：０．００５ｍａｓｓ％以下、Ｎ：０．００５ｍａｓｓ％以下
　ＳおよびＮは、本発明においては磁気特性を低下させる不純物元素であり、それぞれが
０．００５ｍａｓｓ％を超えて含有していると、上記弊害が大きくなる。よって、Ｓ，Ｎ
はそれぞれ０．００５ｍａｓｓ％以下とする。好ましくは、それぞれ０．００３ｍａｓｓ
％以下である。
【００３０】
Ｃａ：０．０００５～０．０１ｍａｓｓ％かつ（Ｃａ（ｍａｓｓ％）／４０）／（Ｓ（ｍ
ａｓｓ％）／３２）：０．５～３．５
　Ｃａは、鋼中のＳを固定してＣａＳとして析出することで、粒成長性を改善し、磁気特
性を向上する効果を有する元素である。Ｃａの添加量が０．０００５ｍａｓｓ％未満では
、上記効果が十分ではなく、一方、０．０１ｍａｓｓ％を超える添加は、ＣａＳの過析出
を招き、ヒステリシス損が増加するため好ましくない。よって、Ｃａは０．０００５～０
．０１ｍａｓｓ％の範囲とする。好ましくは０．００１～０．００８ｍａｓｓ％の範囲で
ある。
【００３１】
　ただし、Ｃａの上記効果を得るためには、上記組成範囲とすることに加えて、ＣａのＳ
に対する原子比（Ｃａ（ｍａｓｓ％）／４０）／（Ｓ（ｍａｓｓ％）／３２））が０．５
～３．５の範囲となるよう添加する必要がある。ＣａのＳに対する原子比が０．５未満で
は、上記効果が十分に得られず、一方、ＣａのＳに対する原子比が３．５を超えると、Ｃ
ａＳの析出量が多くなり過ぎてヒステリシス損が増加するため、却って鉄損が増加する。
よって、Ｃａは、Ｓに対する原子比で０．５～３．５の範囲で添加する必要がある。
【００３２】
　本発明の電磁鋼板は、上記成分組成を満たすことに加えてさらに、Ｓｎ，ＳｂおよびＰ
のうちから選ばれる１種または２種を下記の範囲で含有することができる。
Ｓｎ：０．００３～０．５ｍａｓｓ％、Ｓｂ：０．００３～０．５ｍａｓｓ％
　ＳｎおよびＳｂは、集合組織を改善して磁束密度を向上させるだけでなく、鋼板表層の
酸化や窒化、および、それに伴う表層微細粒徹棚粒の生成を抑制することによって、磁気
特性の低下を防止する等、種々の作用効果を有する元素である。かかる効果を発現させる
ためには、ＳｎおよびＳｂのいずれか１種以上を０．００３ｍａｓｓ％以上添加すること
が好ましい。一方、添加量が０．５ｍａｓｓ％を超えると、結晶粒の粒成長性が阻害され
て磁気特性の低下を招くおそれがある。よって、ＳｎおよびＳｂを添加する場合には、そ
れぞれ０．００３～０．５ｍａｓｓ％の範囲とすることが望ましい。
【００３３】
Ｐ：０．０３～０．１５ｍａｓｓ％
　Ｐは、集合組織を改善して磁束密度を向上させる効果を有する元素であり、０．０３ｍ
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と、鋼板の硬さが上昇して脆化を起こし、冷間圧延することが困難となる。よって、Ｐは
０．０３～０．１５ｍａｓｓ％の範囲とするのが望ましい。
【００３４】
　次に、本発明の無方向性電磁鋼板の製造方法について説明する。
　本発明の無方向性電磁鋼板は、本発明に適合する上記成分組成を有する鋼を転炉や電気
炉、真空脱ガス装置などを用いた通常公知の精錬プロセスで溶製し、連続鋳造あるいは造
塊－分塊圧延法で鋼スラブとし、この鋼スラブを通常公知の方法で熱間圧延し、必要に応
じて熱延板焼鈍を施した後、冷間圧延し、再結晶焼鈍し、スキンパス圧延し、歪取焼鈍を
施すことで製造することができる。上記製造工程のうち、冷間圧延までは、常法に準じて
行えばよく、特に制限はなく、例えば、冷間圧延は、１回または中間焼鈍を挟む２回以上
行ってもよく、圧下率の通常の無方向性電磁鋼板と同様に設定することができる。
　ただし、再結晶焼鈍以降については、下記の条件で行うのが望ましい。
【００３５】
再結晶焼鈍
　冷間圧延後の再結晶焼鈍は、焼鈍後の結晶粒径を７０μｍ以下に制御する必要があるた
め、焼鈍温度は７００～９００℃の範囲で行うのが好ましい。より好ましくは７５０～８
５０℃の範囲である。
【００３６】
スキンパス
　再結晶焼鈍後に行うスキンパスの圧下率は、１～１５％の範囲に設定する必要がある。
前述したように、スキンパス圧下率が１％未満では、導入する歪エネルギーが不足するた
め、歪取焼鈍時にＧｏｓｓ方位への集積が認められなくなる。一方、スキンパス圧下率が
１５％を超えると、逆に導入される歪エネルギーが大きくなり過ぎて、歪取焼鈍時にＧｏ
ｓｓ方位への優先成長が認められなくなるからである。好ましくは２～１０％の範囲であ
る。
【００３７】
歪取焼鈍
　歪取焼鈍は、一般には、７００～９００℃の温度で２時間程度均熱する条件で行われて
いるが、本発明では、粒成長を促進するため、焼鈍温度はできるだけ高温とするのが好ま
しい。しかし、焼鈍温度が９００℃を超えると、製造コストの上昇を招く。よって、歪取
焼鈍の焼鈍温度は７００～９００℃の範囲が好ましく、より好ましくは７５０～８５０℃
の範囲である。
【実施例】
【００３８】
　表１に示した成分組成の鋼スラブを溶製し、１０８０℃で３０分間加熱後、熱間圧延し
て板厚：２．０ｍｍの熱延板とした後、１０００℃で３０秒の熱延板焼鈍し、１回の冷間
圧延で冷延板とした後、表２に示した焼鈍温度で１０秒間の再結晶焼鈍を施した。この際
、再結晶焼鈍後の鋼板からサンプルを採取し、Ｌ断面の平均結晶粒径を線分法で測定した
。その後、表２に示した圧下率でスキンパス圧延して、表２に記載の最終板厚とした後、
７８０℃で２時間保持後、炉冷する歪取焼鈍を施し、製品板とした。
【００３９】
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【表１】

【００４０】
　斯くして得られた製品板から、長さＬ：１８０ｍｍ×幅Ｃ：３０ｍｍのＬ方向（圧延方
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向）サンプルを切り出し、エプスタイン試験によって磁気特性（磁束密度Ｂ５０－Ｌ、鉄
損Ｗ１５／５０－Ｌ）を測定し、その結果を、平均結晶粒径と共に、表２に併記した。
　表２から、本発明の製造方法で製造した無方向性電磁鋼板は、圧延方向の磁気特性が優
れていることがわかる。
【００４１】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明の無方向性電磁鋼板の用途は、ハイブリッド自動車や電気自動車の駆動モータの
分割コアに限定されるものではなく、圧延方向の磁気特性に優れることが要求される他の
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用途、例えば、トランス用コア材等としても好適に用いることができる。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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